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(57)【要約】
　ファイバ整列装置は、少なくとも１つの整列溝を有す
るベースと、前記少なくとも１つの整列溝に位置決めさ
れる光ファイバの被覆除去部であって、前記ファイバの
端末末端部が前記ベースの端面の少なくとも１つを越え
て延在する被覆除去部と、前記ベースと前記カバーとの
間に前記光ファイバを固定する前記ベースへ接合された
カバーの端面とを含み、前記カバーの端面および前記ベ
ースの前記端面は実質的に非平行である。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも１つの整列溝を有するベースと、
　前記少なくとも１つの整列溝に位置決めされる光ファイバの被覆除去部と、
　カバーと
を含むファイバ整列装置であって、前記ファイバの端末末端部が前記ベースの端面および
前記カバーの端面のうち少なくとも１つを越えて延在し、前記カバーが前記ベースへ接合
されて前記ベースと前記カバーとの間に前記光ファイバを固定し、前記カバーの端面およ
び前記ベースの前記端面が実質的に非平行である、ファイバ整列装置。
【請求項２】
　前記ファイバの前記端末末端部が、前記ベースの前記端面を越えて延在する、請求項１
に記載のファイバ整列装置。
【請求項３】
　前記カバー端面が前記ベースの前記端面を越えて延在するよう前記ファイバ整列装置が
構成される、請求項１に記載のファイバ整列装置。
【請求項４】
　前記ベース端面が、前記カバーの前記端面を越えて延在する、請求項１に記載のファイ
バ整列装置。
【請求項５】
　前記カバーおよび前記ベースの少なくとも片方が、前記ファイバの被覆非除去部を支持
する支持領域をさらに含む、請求項１に記載のファイバ整列装置。
【請求項６】
　前記ベースが、複数の光ファイバを受けるために実質的に平行に離間した複数の整列溝
をさらに含む、請求項１に記載のファイバ整列装置。
【請求項７】
　前記カバーおよび前記ベースの少なくとも片方が、前記少なくとも１本の整列溝を横断
する方向に形成されたチャネルを含む、請求項１に記載のファイバ整列装置。
【請求項８】
　前記ベースが、シリコン、石英、およびホウケイ酸ガラスのうち１つを含み、前記カバ
ーが溶融シリカまたは石英を含み、前記カバーの少なくとも１つの縁部が面取りされる、
請求項１に記載のファイバ整列装置。
【請求項９】
　前記カバーの前記端面が、前記ファイバの前記端面に近接している、請求項１に記載の
ファイバ整列装置。
【請求項１０】
　少なくとも１本の整列溝を有するベースと、
　端末末端部を有する前記少なくとも１本の整列溝に位置決めされる光ファイバの被覆除
去部と、
　前記ベースとカバーとの間に前記光ファイバを固定する前記ベースに接合された前記カ
バーと
を含むファイバ整列装置の工程内構造体であって、前記カバーおよび前記ベースの少なく
とも片方が、前記少なくとも１本の整列溝を横断するように向けられる少なくとも１本の
横方向チャネルを有し、前記カバーおよび前記ベースの少なくとも片方が、少なくとも１
つの犠牲領域を有する、ファイバ整列装置の工程内構造体。
【請求項１１】
　平面光波回路へ連結される片持ちファイバアレイを含む、光学デバイスであって、
　前記片持ちファイバアレイが、ファイバ案内チャネルにおいて少なくとも１本の光ファ
イバの少なくとも一部を支持するベースと、前記ベースおよび／または前記少なくとも１
本の光ファイバへ接合されたカバーとを含み、前記少なくとも１本の光ファイバの端末末
端部が前記ベースおよびカバーの少なくとも片方の末端部を越えて延在し、
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　前記平面光波回路が、基板上に形成された平面導波路を含み、前記平面導波路が導波路
コアを含み、前記片持ちファイバアレイの前記ファイバの前記端末末端部が、前記平面光
波回路基板の一部において形成される整列溝に配設される、光学デバイス。
【請求項１２】
　前記平面光波回路が、前記導波路コアと前記少なくとも１本の光ファイバの前記端末末
端部との光学的境界面において前記平面光波回路基板に形成される横方向チャネルを含む
、請求項１１に記載の光学デバイス。
【請求項１３】
　前記片持ちファイバアレイが、複数のファイバ案内チャネルに配設され実質的に平行に
離間された複数のファイバを含み、前記平面光波回路が、複数の導波路コアを有する導波
路および前記平面光波回路基板に形成された複数の溝を含む、請求項１１に記載の光学デ
バイス。
【請求項１４】
　前記片持ちファイバを前記平面光波回路へ接合する紫外線硬化性屈折率整合接着剤をさ
らに含む、請求項１１に記載の光学デバイス。
【請求項１５】
　前記平面光波回路が、基板上に形成され導波路コアを含む平面導波路、および前記整列
機構の末端部と前記導波路コアの第１の面との間で前記平面光波回路の前記基板に形成さ
れた横方向チャネルを含む、請求項１１に記載の光学デバイス。
【請求項１６】
　前記片持ちファイバアレイが、レセプタクル部を装着した平面光波回路と嵌合する取り
外し可能なコネクタアセンブリの一部であり、前記取り外し可能なコネクタが前記レセプ
タクル部と嵌合し、前記片持ちファイバアレイの前記ファイバが前記平面光波回路上に組
み込まれたＶ溝内に挿入されて、前記ファイバと導波路との間に光結合を提供する、請求
項１５に記載の光学デバイス。
【請求項１７】
　前記片持ちファイバアレイが、センサーとして構成される前記平面光波回路装置に問い
かける読取りシステムの一部であり、前記読取りシステムが前記平面光波回路センサーか
ら出入りする光信号を結合するように前記片持ちファイバアレイが前記Ｖ溝および前記平
面光波回路の導波路と正しく位置が合っている、請求項１５に記載の光学デバイス。
【請求項１８】
　ファイバ整列装置の第１の表面に形成される少なくとも１本の整列溝を有するベースを
提供することと、
　カバーを提供することと、
　前記ベースの前記第１の表面および前記カバーの第１の表面の少なくとも片方に、前記
少なくとも１本の整列溝を横断するように向けられた、横方向チャネルを形成することと
、
　光ファイバの被覆除去部を前記少なくとも１本の整列溝に設置することと、
　前記ベースの前記第１の表面と前記カバーの前記第１の表面との間に前記光ファイバを
固定するために、前記カバーを前記ベースに接合することと、
　前記ベースおよび前記カバーの少なくとも片方の一部分を前記横方向チャネルで解放す
ることと
を含む、ファイバ整列装置を形成する方法。
【請求項１９】
　前記解放工程の前に前記光ファイバの端末末端部を研磨することをさらに含む、請求項
１８に記載の方法。
【請求項２０】
　前記解放工程の後に、前記光ファイバの端末末端部が、前記カバーの端面および前記ベ
ースの端面の少なくとも片方を越えて延在する、請求項１８に記載の方法。
【請求項２１】
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　前記解放工程が、前記ベースの犠牲領域および前記カバーの犠牲領域の少なくとも片方
に力を印加することを含み、前記力の方向が前記ベースの平面および前記カバーの平面の
少なくとも片方に対して横断する、請求項１８に記載の方法。
【請求項２２】
　ベース部のアレイを有するベースを提供することであって、前記ベースの各々が、前記
ベースの第１の表面上に少なくとも１本の整列溝を有することと、
　前記ベース内に横方向チャネルを形成することであって、前記横方向チャネルが前記少
なくとも１本の整列溝を横断するように向けられることと、
　前記ベース部の各々における前記少なくとも１本の整列溝内に光ファイバの被覆除去部
を設置することと、
　前記ベースと前記カバーとの間に前記少なくとも１本の光ファイバを固定するために、
前記ベース基板の上部表面上にカバーを接合することと、
　前記整列装置を形成するために前記ベースを個片化することと、
　前記ベースおよび前記カバーの少なくとも片方の犠牲部を取り除くことと
を含む、複数のファイバ整列装置を形成する方法。
【請求項２３】
　複数のファイバを含む光ファイバケーブルを調製することであって、前記調製工程が、
前記光ファイバケーブルの前記ファイバの１本以上を巻き付けること、被覆除去すること
およびへき開することの少なくとも１つを含むことと、
　前記調製された光ファイバを受けるためのベースを調製することであって、前記調製工
程が、前記ベースの第１の表面上に複数の整列溝を形成することをさらに含むことと、
　カバーを提供することであって、前記カバーが、実質的に平面の内側表面および前記実
質的に平面の内側表面に形成された横方向チャネルを含むことと、
　前記調製された光ファイバを前記整列溝に設置することと、
　前記ベースと前記カバーとの間に前記調製された光ファイバを固定するために、前記ベ
ース基板の上部表面上に前記カバーを接合することと
を含む、ファイバ整列装置を形成する方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　（関連出願の相互参照）
　この出願は、米国特許仮出願６０／６９３，８２０、６０／６９３，８４７、および６
０／６９３，８５１（各々は２００５年６月２４日に出願）に対する優先権を請求する。
これらの出願の各々は、それらの全体が参考として本明細書に組み込まれる。
【０００２】
　（発明の分野）
　本発明は、概して片持ちファイバアレイ（ＣＦＡ）に関する。このＣＦＡは、平面光波
回路（ＰＬＣ）のような、集積型平面導波路デバイスに使用することができる。
【背景技術】
【０００３】
　光学部品産業は、単一の構成要素に１以上の光学機能を組み込んで、集積型平面導波路
デバイスを目下開発しつつある。１つの問題は、集積デバイスへ／から光学的に接続する
方法である。現行の業界標準は、光ファイバアレイと光学部品との間の突合せ継手接続を
能動的に整列させることである。この方法は一般的には高価な設備の使用を必要とし、か
つ比較的に時間がかかる可能性がある。
【０００４】
　例えば、直接ファイバ装着は、光透過品質を維持しつつ組立費を低減するために利用す
ることができる。製造業者は、ファイバ整列機構を直接に光学デバイスに設置することに
努めている。ファイバ装着に向けての従来の取り組み方は、「一度に１本のファイバ」お
よび多量ファイバ装着を含む。
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【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　小さいサイズおよびきつい間隔に起因して、「一度に１本のファイバ」の方法は、接合
中に個々に位置決めして、その後すべてのファイバを所定位置に保持するするために、精
巧なフィクスチャリングを必要とする。加えて、個々のファイバを取り扱うのであれば時
間がかかるであろう。
【０００６】
　例えば、米国特許第６，８５９，５８８号、米国特許第６，７９５，６３４号、および
米国特許第２００３／０１４２９２２号では、従来の光ファイバブロック構造および製造
方法について記載している。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　第１の代表的な実施形態によれば、ファイバ整列装置は、少なくとも１つの整列溝を有
するベースと、前記少なくとも１つの整列溝に位置決めされる光ファイバの被覆除去部で
あって、前記ファイバの端末末端部が前記ベースの端面の少なくとも片方を越えて延在す
る被覆除去部と、前記ベースと前記カバーとの間に前記光ファイバを固定する前記ベース
へ接合されたカバーの端面とを含み、前記カバーの端面および前記ベースの前記端面は実
質的に非平行である。一態様において、ファイバの端末末端部は、ベースの端面を越えて
延在する。別の態様において、ファイバ整列装置は、カバー端面がベースの端面を越えて
延在するように構成されることができる。別の態様において、ベース端面は、カバーの端
面を越えて延在する。別の態様において、ファイバの端末末端部は、カバー端面およびベ
ース端面から実質的に同一距離で延在する。さらに別の態様において、侵入型接着層は、
ベースとカバーとの間に配設される。
【０００８】
　さらに別の態様において、ファイバ整列装置は、カバー端面およびベース端面の少なく
とも片方の上に配設される接着剤フィレットをさらに含むことができる。他の態様におい
て、ベースは、ファイバの被覆非除去部を支持する支持領域をさらに含む。他の態様にお
いて、カバーは支持領域をさらに含む。
【０００９】
　他の態様において、ベースは、複数の光ファイバを受けるために実質的に平行に離間し
た複数の整列溝をさらに含む。他の態様において、複数の光ファイバは、ファイバリボン
ケーブルから伸長する。
【００１０】
　他の態様において、ファイバが整列溝内に位置決めされると、ファイバ本体はベースの
第１の表面上方に延在する。
【００１１】
　他の態様において、位置決めされたファイバ上に配設されるカバーの表面は実質的に平
面である。代替の態様において、位置決めされたファイバの上に配設されるカバー表面は
、少なくとも１本の整列溝を含む。
【００１２】
　他の態様において、カバーおよびベースの少なくとも片方は、少なくとも１本の整列溝
を横断する方向に形成されるチャネルを含む。
【００１３】
　他の態様において、ベースは、シリコン、石英、およびケイ酸ガラスのうち１つを含む
。他の態様において、カバーは石英を含む。さらに、他の態様において、カバーは、溶融
シリカを含む。
【００１４】
　さらに別の態様において、カバーの少なくとも１つの縁部は面取りされる。
【００１５】
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　さらに他の実施形態において、ファイバ整列装置は、少なくとも１本の整列溝を有する
ベースと、少なくとも１本の整列溝に位置決めされる光ファイバの被覆除去部であって、
ファイバの端末末端部がベースの端面を越えて延在する被覆除去部と、ベース基板とカバ
ーとの間に光ファイバを固定するベース基板へ接合されたカバーとを含み、カバー端面は
ベースの端面を越えて延在する。
【００１６】
　他の態様において、カバーの端面はファイバの端面に近接している。
【００１７】
　他の態様において、ファイバの端末末端部はカバーを越えて延在する。
【００１８】
　他の態様において、ベースは少なくとも１つのファイバの被覆非除去部を支持する支持
領域をさらに含む。
【００１９】
　本発明の他の実施形態において、ファイバ整列装置は、少なくとも１本の整列溝を有す
るベースと、少なくとも１本の整列溝に位置決めされる光ファイバの被覆除去部であって
、ファイバの端末末端部がベースの端面を越えて延在する被覆除去部と、ベースとカバー
との間に光ファイバを固定するベース基板の上部表面へ接合されたカバーとを含み、ベー
ス端面はカバーの端面を越えて延在する。
【００２０】
　他の実施形態において、ファイバ整列装置の工程内構造体は、少なくとも１本の整列溝
を有するベースと、端末末端部を有する少なくとも１本の整列溝に位置決めされる光ファ
イバの被覆除去部と、ベースとカバーとの間に光ファイバを固定するベースに接合された
カバーとを含み、カバーおよびベースの少なくとも片方は、少なくとも１本の整列溝を横
断するように向けられる少なくとも１本の横方向チャネルを有し、カバーおよび前記ベー
スの少なくとも片方は、少なくとも１つの犠牲領域を有する。
【００２１】
　他の態様において、横方向チャネルは、カバーとベースとの間に配設された接着剤の流
動を防止する。
【００２２】
　他の態様において、少なくとも１つの横方向チャネルは、カバーおよびベースの両方に
おいて形成されるチャネルである。
【００２３】
　他の態様において、横方向チャネルは整列溝に対して実質的に垂直に向けられる。
【００２４】
　他の態様において、横方向チャネルは横断面がＶ字状である。
【００２５】
　他の態様において、横方向チャネルは横断面が実質的に矩形である。
【００２６】
　他の態様において、ベースは、複数の光ファイバを受けるために実質的に平行に離間し
た複数の整列溝をさらに含む。他の態様において、複数の光ファイバはファイバリボンケ
ーブルから伸長する。
【００２７】
　他の態様において、少なくとも１本のファイバが整列溝内に位置決めされると、ファイ
バ本体はベースの第１の表面上方に延在する。
【００２８】
　他の態様において、位置決めされたファイバ上に配設されるカバーの表面は実質的に平
面である。代替の態様において、位置決めされたファイバ上に配設されるカバーの表面は
少なくとも１本の整列溝を含む。
【００２９】
　他の態様において、ベースはシリコン、石英、およびホウケイ酸ガラスのうち１つを含
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む。他の態様において、カバーは溶融シリカを含む。
【００３０】
　さらに他の態様において、カバーの縁部は面取りされる。
【００３１】
　本発明の他の実施形態において、ファイバ整列装置を形成する方法は、ファイバ整列装
置の第１の表面に形成される少なくとも１本の整列溝を有するベースを提供することと、
カバーを提供することと、ベースの第１の表面およびカバーの第１の表面の少なくとも片
方に、少なくとも１本の整列溝を横断するように向けられた、横方向チャネルを形成する
こととを含む。この方法は、光ファイバの被覆除去部を少なくとも１本の整列溝に設置す
ることをさらに含む。この方法は、ベースの第１の表面とカバーの第１の表面との間に光
ファイバを固定するために、カバーをベースに接合することをさらに含む。この方法は、
ベースおよびカバーの少なくとも片方の一部分を横方向チャネルで解放することをさらに
含む。
【００３２】
　他の態様において、この方法は光ファイバの端末末端部を研磨することをさらに含む。
他の態様において、研磨工程は解放工程の前に実施される。
【００３３】
　他の態様において、光ファイバの端末末端部は、平坦研磨、円錐型研磨、傾斜した向き
の研磨および楔型研磨のうちの１つがなされている。
【００３４】
　他の態様において、解放工程の後に、光ファイバの端末末端部は、カバーの端面および
ベースの端面の少なくとも片方を越えて延在する。
【００３５】
　他の態様において、解放工程の後に、光ファイバの端末末端部は、カバーおよびベース
の両端面を越えて延在する。
【００３６】
　他の態様において、解放工程は、ベースの犠牲領域およびカバーの犠牲領域の少なくと
も片方に力を印加することを含み、力の方向は、ベースの平面およびカバーの平面の少な
くとも片方に対して横断する。
【００３７】
　他の態様において、ベースは、ベースの第１の表面に形成される支持領域をさらに含む
。
【００３８】
　他の態様において、この方法は、光ファイバの被覆非除去部の少なくとも１つを固定す
るために支持領域に接着剤を塗布することをさらに含む。
【００３９】
　他の態様において、横方向チャネルの形成は、切削プロセス、エッチングプロセスおよ
び研削プロセスの１つを含む。
【００４０】
　他の実施形態において、複数のファイバ整列装置を形成する方法は、ベース部のアレイ
を有するベースを提供することを含み、ベース部の各々は、ベースの第１の表面上に少な
くとも１本の整列溝を有する。この方法は、ベースに横方向チャネルを形成することをさ
らに含み、横方向チャネルは、少なくとも１本の整列溝を横断するように向けられる。こ
の方法は、ベース部の各々における少なくとも１本の整列溝内に光ファイバの被覆除去部
を設置することをさらに含む。この方法は、ベースとカバーとの間に少なくとも１本の光
ファイバを固定するために、ベース基板の上部表面上にカバーを接合することをさらに含
む。この方法は、整列装置を形成するためにベースを個片化することと、ベースおよびカ
バーの少なくとも片方の犠牲部を取り除くこととをさらに含む。
【００４１】
　他の態様において、ベース部の各々は、ベースの第１の表面に形成される応力除去領域
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をさらに含む。
【００４２】
　他の態様において、この方法は、取り除き工程の前に光ファイバの端末末端部を研磨す
ることをさらに含む。
【００４３】
　他の態様において、光ファイバの端末末端部は、平坦研磨、円錐型研磨、傾斜した向き
の研磨および楔型研磨の１つにより形成される。
【００４４】
　他の実施形態において、ファイバ整列装置を形成する方法は、複数のファイバを含む光
ファイバケーブルを調製することを含み、前記調製工程は、光ファイバケーブルのファイ
バの１本以上を巻き付けること、被覆除去することおよびへき開することの少なくとも１
つを含む。前記方法は、調製された光ファイバを受けるためのベースを調製することをさ
らに含み、前記調製工程は、ベースの第１の表面上に複数の整列溝を形成することをさら
に含む。前記調製工程は、ベース内に歪み除去領域を形成することをさらに含んでもよい
。前記調製工程は、ベース内に横方向チャネルを形成することをさらに含むことができ、
前記横方向チャネルは、整列溝を横断するように向けられる。前記方法は、カバーを提供
することをさらに含む。前記カバーは、実質的に平面の内側表面を含んでよく、また実質
的に平面の内側表面に形成される横方向チャネルをさらに含んでよい。
【００４５】
　前記方法は、複数の整列溝内の光ファイバケーブルからのファイバの被覆除去部および
歪み除去領域内のファイバ被覆非除去部を設置することをさらに含むことができる。前記
方法は、ファイバ充填ベースに対してカバーを整列させることをさらに含むことができる
。前記方法は、ファイバ充填ベースをカバーに接合して工程内ファイバアレイ構造体を形
成することをさらに含むことができる。ファイバをベースおよびカバーに接合するのに構
造用接着剤を使用することができる。
【００４６】
　前記方法は、工程内ファイバアレイ構造体の端末末端部を研削および研磨することの少
なくとも片方をさらに含むことができる。前記研磨は、ファイバの平坦研磨、楔型研磨、
円錐型研磨、または傾斜した向きの研磨がなされた端末末端部のうち少なくとも１つを提
供する。前記方法は、ファイバをカバーの犠牲部およびベースの犠牲部の少なくとも片方
から解放することをさらに含む。前記方法は、解放されたファイバを洗浄することをさら
に含むことができる。
【００４７】
　本発明の他の実施形態において、光学デバイスは、平面光波回路（ＰＬＣ）へ連結され
る片持ちファイバアレイ（ＣＦＡ）を含む。片持ちファイバアレイは、ファイバ案内チャ
ネルにおいて少なくとも１本の光ファイバの少なくとも一部を支持するベースと、ベース
および／または少なくとも１本の光ファイバへ接合されたカバーとを含み、少なくとも１
本の光ファイバの端末末端部はベースおよびカバーの少なくとも片方の末端部を越えて延
在する。平面光波回路は、基板上に形成された平面導波路を含み、平面導波路は導波路コ
アを含む。片持ちファイバアレイのファイバの端末末端部は、平面光波回路基板の一部に
おいて形成される整列溝に配設される。横方向チャネルは、導波路コアと少なくとも１本
の光ファイバの端末末端部との光境界面において平面光波回路基板に形成される。一態様
において、片持ちファイバアレイは、複数のファイバ案内チャネルに配設され実質的に平
行に離間されてよい複数のファイバを含む。この態様において、平面光波回路は、複数の
導波路コアを有する導波路および平面光波回路基板に形成された複数の溝を含む。
【００４８】
　他の態様において、少なくとも１本の光ファイバは、ファイバリボンケーブルを含む。
他の態様において、少なくとも１本の光ファイバの被覆除去部分は、ファイバ案内チャネ
ル内に配設される。
【００４９】
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　他の態様において、片持ちファイバアレイは、少なくとも１本のファイバをファイバ案
内チャネルおよびカバーへ接合する構造用接着剤を含む。他の態様において、ベース端面
は傾斜した向きに形成される。
【００５０】
　他の態様において、少なくとも１本の横方向チャネルは、カバーおよびベースの両方に
形成される。
【００５１】
　他の態様において、横方向チャネルは、ベースの整列溝に実質的に垂直に向けられるカ
バー内に形成される。
【００５２】
　他の態様において、片持ちファイバを平面光波回路に接合する紫外線硬化性屈折率整合
接着剤が使用される。
【００５３】
　他の態様において、片持ちファイバアレイは、少なくとも１本の整列溝を有するベース
と、少なくとも１本の整列溝に位置決めされる光ファイバの被覆除去部であって、ファイ
バの端末末端部がベースの端面を越えて延在する被覆除去部と、ベース基板とカバーとの
間に光ファイバを固定するベース基板の上部表面上に接合されたカバーとを含み、カバー
端面は、ベースの端面を越えて延在する。他の態様において、カバーの端面は、ファイバ
の端面に近接している。
【００５４】
　他の実施形態において、ＣＦＡのようなファイバ整列装置を、ＰＬＣのような光導波路
デバイスへ連結する方法は、少なくとも１本の光ファイバの浮いている（floating）片持
ち端末部を保護する延伸したカバーを有するファイバ整列装置を提供することを含む。前
記方法は、整列機構を有する少なくとも１本の光ファイバの裸端末部を光導波路デバイス
の表面に整列させることをさらに含む。前記方法は、ファイバ整列装置を光導波路デバイ
スに接合することをさらに含む。
【００５５】
　一態様において、光導波路デバイスは、基板上に形成された平面導波路を含み、その平
面導波路は導波路コアを含む。横方向チャネルは、整列機構の末端部と導波路コアの第１
の面との間で光導波路デバイスの基板に形成される。ファイバ整列装置を光導波路デバイ
スへ装着する方法は、少なくとも１本のファイバを整列機構に配設することをさらに含む
ことができ、少なくとも１本の光ファイバの端末末端部は、光導波路デバイスの基板に形
成される横方向チャネルに近接して配設される。
【００５６】
　他の態様において、紫外線硬化性屈折率整合接着剤は、片持ちファイバを光導波路デバ
イスに接合するために分配され、かつ硬化される。
【００５７】
　他の実施形態において、片持ちファイバアレイは、レセプタクル部を装着したＰＬＣと
嵌合する取り外し可能なコネクタアセンブリの一部であり、コネクタがレセプタクルと嵌
合するときに、ファイバと導波路との間の光結合が実現するように片持ちファイバアレイ
内のファイバがＰＬＣ上に組み込まれた受け溝に挿入される。
【００５８】
　他の実施形態において、片持ちファイバアレイは、センサーとして構成されるＰＬＣデ
バイスに問いかけるために使用される読取りシステムの一部である。この場合、読取りシ
ステムがＰＬＣセンサーから出入りする光信号を結合できるように、片持ちファイバアレ
イはＰＬＣ受け溝および導波路と正しく位置が合っている。
【００５９】
　本発明の上記の概要は、本発明のそれぞれ例示される実施形態またはすべての実施につ
いて記載しようとするものではない。以下に示す図面および発明を実施するための最良の
形態は、これらの実施形態をより具体的に例示する。
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【発明を実施するための最良の形態】
【００６０】
　以下の説明では、本明細書の一部を構成する添付図面を参照し、本発明を実施すること
ができる特定の実施形態を実例として示す。この点に関して、「上部」、「底部」、「前
部」、「後部」、「先端」、「後続」等のような方向用語が、説明される図の向きに関連
して使用される。本発明の実施形態の構成要素は、多くの異なる向きに位置決めできるの
で、方向用語は実例の目的で使用され、限定するものではない。他の実施形態を使用して
もよく、本発明の範囲から逸脱することなく構造上または論理上の変更を成すことができ
ることが理解されるべきである。
【００６１】
　本発明の実施形態は、概して片持ちファイバアレイ（ＣＦＡ）と呼ばれるデバイスに関
する。このＣＦＡは、平面光波回路（ＰＬＣ）のような平面導波路デバイスと連結するた
めに使用することができる。本明細書はまた、ＣＦＡを生産、組立、および研磨する方法
を提供し、これは多数終端（mass termination）を直接光学部品に受動的に行う機構を提
供することができる。本明細書はまた、（多数の）ファイバ幅広アレイの自動組立および
機械処理を容易にする機構を提供する。本明細書はまた１以上のＣＦＡをＰＬＣに受動的
に連結する方法を提供する。
【００６２】
　図１の等角図に示す通り、代表的なＣＦＡ１００は、光ファイバケーブルからのような
、例えばファイバリボンケーブル１１５などの、１本以上のファイバ１１０を含む。ファ
イバの被覆除去部は、ベースまたは基板１２０（本明細書ではベース基板とも呼称される
）上に実装される。基板１２０は、Ｖ溝のような、複数のファイバガイドまたはチャネル
１２５を含み、そこではファイバ１１０の被覆除去部が配設され、案内される。カバー１
３０は、チャネルまたは溝内においてファイバ変位を防止し、さらなる支持を提供するた
めに、基板／導波ファイバ上に所望により配設されることができる。加えて、構造用接着
剤（例えば、熱加速または熱硬化性構造用接着剤（例えば、二液型エポキシ等））のよう
な接着剤（図２Ａ～２Ｆ参照）が、ファイバを基板１２０およびガイド１２５に接合し、
カバー１３０を基板１２０に接合するために提供されることができる。図１に示すように
、比較的に薄い接着剤層１４０をカバー１３０と基板１２０との間に形成することができ
る。ＣＦＡを形成する方法、およびＣＦＡをＰＬＣに連結する方法が、以下にさらに詳細
に記載される。
【００６３】
　ベースまたは基板１２０は、整列されるファイバの被覆除去部および被覆非除去部に対
する支持を提供する。代表的なベースまたは基板１２０の材料は、結晶配向［１００］を
有するシリコン（Ｓｉ）であり、これは従来のＳｉフォトリソグラフィインフラストラク
チャを使用してＶ溝を精密に形成する。その他の材料（例えば、石英、溶融シリカ、ホウ
ケイ酸ガラス等）もまた利用することができる。例えば、溶融シリカは、整列されるファ
イバと本質的に同じ化学的、機械的、および熱的特性を提供する。代表的な実施形態にお
いて、ニューヨーク州コーニング（Corning,NY）のコーニング社（Corning Inc.）から市
販されている、１２５μｍ外径（ＯＤ）ＳＭＦ－２８フォトニック（Photonic）光ファイ
バのような、従来のシリカ系通信ファイバが利用される。当業者にとって明白であるよう
に、多数の異なる種類の異なる外径の従来式光ファイバが、本明細書に記載される実施形
態に従って利用されることができる。
【００６４】
　代表的なカバー１３０の材料は、溶融シリカまたは石英のようなシリカ系であり、これ
は導波ファイバの化学的、機械的および熱的特性とほぼ一致している。また、ファイバを
清浄にするために使用する薬品類は、ファイバ上にいかなる種類の残留物も残さずにカバ
ー上でも使用できる。溶融シリカカバーは、Ｓｉウエファーに使用される同一の設備を使
用して切削することができる。以下にさらに詳細に説明するように、研削／研磨作業中に
、溶融シリカカバーの材料は、ファイバをコーティングせずにきれいに除去される。加え
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て、溶融シリカカバーは、紫外（ＵＶ）線に対して透明であることができ、これはＣＦＡ
をＰＬＣのような導波路デバイスに接合するときに、紫外線により開始される代表的な熱
硬化性屈折率整合光接着剤の使用を可能にする。例えば、日本、大阪のダイキン工業株式
会社（Daikin Industries, Ltd）から入手可能な、オプトダイン（Optodyne）（商標名）
ＵＶ－２１００またはＵＶ－３１００のような接着剤を利用することができる。好適な接
着剤は、同一所有者の同時係属米国特許出願第１１／４２３，１９１号にも記載されてお
り、その全体は参考として本明細書に組み込まれている。代替の実施形態において、シリ
コンまたは別のシリカ系物質のような物質が、カバー１３０を形成するために使用される
ことができる。
【００６５】
　これに加えて、接着剤層１４０は、熱硬化性または熱加速エポキシのような構造用接着
剤を使用して形成されることができる。例えば、ミネソタ州セントポール（St.Paul, Min
esota）のスリーエム社（3M Company）から入手可能な、３Ｍ　ＤＰ－１９０スコッチウ
ェルド（Scotch-Weld）接着剤のような接着剤が利用できる。さらに、ベースおよびカバ
ー材料に適した接合および機械的特性に応じて、他の種類の接着剤を使用できる。
【００６６】
　幾つかの代表的な実施形態のより詳細な図が、図２Ａ～２Ｆの側面図に示される。これ
らの代表的な実施形態の各々において１本のファイバしか示されていないが、それぞれの
ＣＦＡ実施形態は、所望の用途に応じて１本以上のファイバを組み込んでよい。
【００６７】
　図２ＡのＣＦＡ２００Ａは、上記のベースまたは基板１２０と同様のベースまたは基板
２２０を含む。このベースまたは基板２２０は、ファイバ支持領域２２５およびファイバ
案内領域２２６を含み、ファイバ案内領域は、Ｖ溝のようなファイバ案内チャネルを含む
。ファイバ案内領域２２６に設置されるＶ溝の数は、整列されるファイバの数と等しいか
またはそれより多くすることができる。ファイバ支持領域２２５が、ファイバ２１０の被
覆非除去部を支持するのに対して、ファイバの被覆除去部は、ファイバ案内領域２２６に
形成されるチャネルに配設されることができる。ファイバ２１０の「被覆除去部」２１２
とは、ファイバのコア／クラッド導光部をいい、これはファイバのガラスコア／クラッド
を露出させるように１以上の保護緩衝コーティングを除去させてよい。ファイバは、その
端末末端部が端面２２３、２３３の片方または両方を越えて延在する点において「片持ち
」である。
【００６８】
　熱硬化性接着剤のような接着剤２４０は、ファイバを支持体に接合するためにベースま
たは基板２２０上に配設されることができる。接着剤はまた、随意のカバー２３０をベー
スまたは基板２２０に接合するために使用される。カバー２３０は、ほぼ平面／平坦な構
造体を有するとして示されるが、代替態様において、カバー２３０は、ベースまたは基板
２２０の領域２２５と同様の支持領域を含むように構成されることができる。ＣＦＡ２０
０Ａを形成するのに使用される工程内デバイス（下記）の構造に基づいて、接着剤フィレ
ット２４２もベース－基板若しくはカバーのいずれか、または両方の端面において形成さ
れる。接着剤フィレット２４２は、歪み除去機構、すなわち、支持のほとんどない／まっ
たくない片持ち領域から、ベースとカバーとの間の完全に支持された領域までの「ゆるや
かな」移行を提供することができる。
【００６９】
　加えて、図２Ａに示す通り、および以下により詳細に記載する通り、ベース基板の端面
２２３およびカバーの端面２３３は非平行である。また、平坦研磨、楔型研磨、円錐型研
磨、または傾斜した向きの研磨がなされることができるファイバ端末末端部（１つまたは
複数）２１３は、この形体において端面２２３、２３３を越えて延在する。
【００７０】
　図２Ａの実施形態において、端面２２３、２３３は延在するファイバに関して互いに近
接している（すなわち、端面２２３、２３３は、片持ちファイバの端末末端部２１３から
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ほぼ同一距離にある）。異なる実施形態では、図２Ｂに示すように、ＣＦＡ２００Ｂは、
その端面２３４がファイバの端末末端部２１３まで延在するカバー２３０を含む。この実
施形態において、ファイバの端末末端部まで延在するカバーはＣＦＡをＰＬＣに接合する
ために使用される光接着剤の内部応力により生じるファイバの潜在的位置的変化を最小に
抑えることができる。この実施形態において、カバー端面２３４は平坦研磨、傾斜した向
きの研磨、円錐型研磨、または楔型研磨を施すことができ、一方ベース端面２２３は傾斜
した向きとする。
【００７１】
　さらなる実施形態では、図２Ｃに示す通り、ＣＦＡ２００Ｃのカバー２３０は切頭され
て、ベース基板の端面２２３が、カバーの端面２３３が延在するより大きな距離ファイバ
に沿って延在する。また、さらに別の実施形態では、図２Ｄに示す通り、ＣＦＡ２００Ｄ
のカバー２３０の端面２３３は、ベース基板の端面２２３よりも大きな距離ファイバに沿
って延在する。
【００７２】
　さらなる実施形態では、図２Ｅに示す通り、カバー２３０は、被覆除去されたファイバ
の端末末端部２１３を越えて延在することができる。他の実施形態では、図２Ｆに示す通
り、ＣＦＡは、被覆除去されたファイバの端末末端部２１３を越えて延在するベースまた
は基板２２０を含む。
【００７３】
　加えて、図２Ａ～２Ｆの実施形態の各々において、ベース／カバー端面２２３、２３３
は非平行である。
【００７４】
　代替実施形態（図示せず）では、溝領域２２６内の所定位置にファイバを接合するのに
構造用接着剤が使用されるので、カバー２３０はない。
【００７５】
　別の実施形態によると、ＣＦＡの１００、および２００Ａ～２００Ｆは、簡単な方法で
製造することができる。例えば、図３Ａは、ＣＦＡの異なる形体を製造するのに使用する
ことができる代表的な工程内構造体３００を示す。図４は、製造プロセスにおいて利用で
きる方法工程のフローチャート４００を示す。
【００７６】
　工程４０２において、ファイバが調製される。ファイバ調製は、個々の光ファイバケー
ブルを巻き付けること、被覆除去すること、洗浄することおよび／若しくはへき開するこ
と、またはファイバリボンケーブルにおける個々のファイバを洗浄すること、被覆除去す
ること、および／若しくはへき開することを伴う。この工程において、ケーブルは、用途
固有の長さに切断することができ、例えば、ファイバは、数ミリメートルから数百メート
ルまでの長さに切断することができる。ファイバケーブルを巻き付けることは、製造中に
処理による損傷からファイバを保護することができ、またファイバ管理を一層より簡単に
する。巻き付けられたファイバケーブルの１つの自由末端部は、その後被覆除去され、へ
き開され、洗浄される。ファイバの被覆除去は、化学的および／または機械的技術のよう
な、従来の技術を用いて達成できる。片持ちファイバは、その後ベース基板の長さに等し
い長さまでへき開することができる（ケーブルジャケット歪み除去部との重なり長さを差
し引く）。ファイバ調製の一環として、ファイバを基板の案内溝またはＶ溝内に設置する
前に、ファイバは、希釈水酸化カリウム浴、その後に引き続き一連の脱イオン水すすぎお
よび乾燥を使用して、洗浄することができる。
【００７７】
　工程４０４において、ベースおよびカバー基板が製造される。上述の通り、ベース基板
は、整列されるファイバの被覆除去部および被覆非除去部のための支持を提供する。代表
的なベース基板の材料は、［１００］の結晶配向を有するシリコン（Ｓｉ）であり、これ
はＶ溝のようなチャネルを従来のＳｉフォトリソグラフィインフラストラクチャを用いて
精密に形成する。その他の材料（例えば、石英、溶融シリカ、ホウケイ酸ガラス等）もま
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た利用することができる。例えば、溶融シリカは、整列されるファイバとほとんど同じ化
学的、機械的および熱的特性を提供する。その他の基板材料（例えば、石英）は、研削、
延伸により加工することができるか、または他の技術を用いて形成されることができる。
【００７８】
　総組立時間を短縮するために、複数のベース部または基板のストリップを、組立中に使
用することができる。ベース基板ストリップは、複数のＣＦＡに対応するベース基板部分
を含むことができる。ベース基板の厚さは、約１００μｍ～約５００μｍの範囲であるこ
とができ、例えば、ベース幅は、特定のファイバリボンケーブル（例えば、４ファイバ幅
、８ファイバ幅、１２ファイバ幅、等）からまたは複数のファイバリボンケーブルからの
ファイバを支持するのに十分広く設定される。ベース基板の長さは、ファイバの被覆非除
去部およびファイバの被覆除去部の両方を支持するのに十分な長さであるよう選定される
。
【００７９】
　シリコンウエファーから作製される代表的なベース基板は、ＣＦＡのベース基板構造体
を形成するための従来のフォトリソグラフィ技術を用いて加工することができる。例えば
、図３Ａの分解側面図に示すように、工程内ＣＦＡ構造体３００は、ベース基板３２０を
含み、これは４つの主要領域：歪み除去／ファイバ支持領域３２５、ファイバ案内チャネ
ル領域３２６、犠牲部または領域３２９、および本明細書では「スナップギャップ」と呼
称される、横方向チャネル部３２８を含むよう加工される。
【００８０】
　ＣＦＡベース基板歪み除去領域３２５には、より厚い被覆ファイバ３１０が、ファイバ
にいかなる急激な曲がりも伴わずに領域３２６のファイバ案内チャネルに平坦に載置可能
となるように、すきまが設けられる。このようなすきまは、ベースの凹部として歪み除去
領域を形成することにより得ることができる。加えて、歪み除去領域３２５は、光ファイ
バケーブル被覆をベース基板に接着させる接合領域を提供する。Ｓｉ系基板上に、従来の
エッチング技術を用いて、歪み除去領域３２５を形成することができ、またＶ溝のような
案内チャネル、および「スナップギャップ」にエッチングが施されるのと同時に行うこと
ができる。
【００８１】
　ＣＦＡファイバ案内チャネル領域３２６は、受けＰＬＣデバイスチャネル間隔と合わせ
るために正しい中心間間隔で形成される適切な数のチャネルまたはＶ溝を収容するベース
基板３２０の部分である。被覆除去された光ファイバは、この領域内のベース基板チャネ
ル内に案内され、接合される。例えば、約１２７μｍの中心間間隔で離間したＶ溝を、コ
ンパクトな幅のＣＦＡを生成するために利用することができる。他の中心間間隔は、最終
的に連結されるＰＬＣの用途および種類に応じて利用されることができる。
【００８２】
　案内チャネルの形状および深さは、代表的なシリコン基板の予め模様付けされたＳｉ３

Ｎ４層を貫くＫＯＨ異方性エッチングのような、従来のエッチング技術の使用により形成
されることができる。
【００８３】
　代表的な実施形態において、Ｖ溝チャネルの深さは、被覆除去された光ファイバの直径
に基づいて、およびベース３２０とカバー３３０との間の間隙または距離を設定するよう
に、形成されることができる。ベース／カバー間隙の高さ（例えば、約１０μｍ～約７０
μｍ、および場合によっては約４０～５５μｍ）は、構成要素の強さのためにベース／カ
バー接着を増加させつつ、使用される接着剤の量を低減させるよう設定される。好ましい
態様において、ファイバ案内チャネルは、ファイバ本体の部分がファイバ案内領域の上部
表面より上方に位置決めされることを可能にする深さにおいて形成される。
【００８４】
　犠牲部または領域３２９が、ファイバ案内チャネルの方向に対して横断するように形成
される１以上の「スナップギャップ」チャネルによりファイバ案内領域３２６から分離さ
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れるので、ＣＦＡベース基板犠牲部または領域３２９は案内チャネルも含む。ベース内に
２つ以上のスナップギャップが形成されることができるが、図３Ａでは、工程内ＣＦＡ構
造体３００に１つのスナップギャップ３２８が示される。犠牲部または領域３２９は、研
削／研磨処理中に整列されたファイバを支持し、かつファイバが「解放」されるまでファ
イバを保護する。こうして、犠牲部または領域３２９は、研削／研磨プロセス中にファイ
バが欠けたりおよび／または破断する恐れを少なくすることができる。加えて、犠牲部ま
たは領域３２９は、ファイバ端面が光学的にクリアであり、ファイバのすべてが本質的に
同じ長さ（サブミクロンの許容差以内）であり、かつ同一の構造を有する可能性を増大さ
せるために使用することができる。犠牲部分または領域３２９は、研削および研磨並びに
他の構成要素の移動中に、ファイバが横方向に加えて前方および後方へ移動するのを防止
する横方向支持も提供する。
【００８５】
　ＣＦＡベース基板「スナップギャップ」３２８は、ファイバ整列チャネルに対して横断
方向に形成される少なくとも１つのチャネルまたはスロットを含む。「スナップギャップ
」はまた、ファイバ案内領域と犠牲部または領域とを分離させる。スナップギャップチャ
ネルまたはスロット３２８は、ファイバ案内チャネルが形成されるのと同時にエッチング
を介して形成されることができる。あるいは、スナップギャップチャネルまたはスロット
３２８は、以下に詳細に記載されるように、ベース基板が複数のＣＦＡを含むストリップ
へ切削されるときに、ダイアモンドダイシングソーのような切削工具を使用してベース基
板３２０の上部表面へ切削されることにより形成されることができる。
【００８６】
　「スナップギャップ」３２８はまた、接合接着剤のベース基板の犠牲部または領域３２
９への毛管流動を制限または停止することができる。カバーとベース基板の犠牲部または
領域との間のいかなる接着剤も、カバーおよびベース構成要素を共に接合する可能性があ
り、個片化後にファイバを解放することを、たとえ不可能でなくても、極めて困難にする
。さらに、「スナップギャップ」３２８は、ファイバを解放するために犠牲部または領域
を分断する機構を提供することができ、ファイバを片持ち状態に解放し、したがって下記
の通り、装着中に片持ちファイバ部分をＰＬＣの案内溝内へ収容する簡単な方法を提供す
る。代表的な実施形態において、スナップギャップ３２８は、エッチングが施されるかま
たはＶ字状に切り込まれ、したがって解放工程中に単一の応力点を提供し、かつ完成した
ＣＦＡのベース基板３２０のファイバ案内領域３２６に対して角度を付けた端面を提供す
る。スナップギャップはまた、正方形の形状または他の形状をしたチャネルとして形成さ
れることができる。
【００８７】
　例えば、図３Ｂは、３つの異なる実験的ＳｉＣＦＡベース基板の平面図を示す。これら
のベースは、一度に一つずつのＣＦＡ組立（実用において、完成したＣＦＡには、よりフ
ァイバ／Ｖ溝に接近してダイシングを施すことができる）に対して適切な幅に個片化され
てきた。すべての実験的ＣＦＡベース基板は、８つのＶ溝を有し、また異なる全長（５ｍ
ｍ、７．５ｍｍおよび１２ｍｍ（それぞれ上から下に））を有する。中央ベースは、エッ
チングを施したスナップギャップを有し、上および下ベース（図に示す通り）は、ダイシ
ングソーを用いて切削したスナップギャップを有する。
【００８８】
　また工程４０４において、カバー基板（１つまたは複数）（完成したＣＦＡにおいて利
用される場合）を製造することができる。代表的なカバー３３０を図３Ａに示す。代表的
な実施形態において、ＣＦＡカバー３３０は、下記のファイバ研削／研磨製造作業中に、
被覆除去された光ファイバをベースの犠牲部または領域内のチャネルまたはＶ溝内へ固定
する。加えて、カバーは、ダイシングプロセス中に過度の運動から光ファイバを保護する
ことができる。カバーはまた、ＣＦＡ組立およびＣＦＡ／ＰＬＣ装着中に片持ちファイバ
をＶ溝内へ押圧することができる。カバーはまた、光ファイバ／ＰＬＣ境界面に対してあ
る程度の支持を提供することができる。
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【００８９】
　製造プロセス中に、例えば、複数のカバー基板を、ベース基板幅に一致する幅の複数の
アレイのストリップへ切削することができる。使用される工具に応じて、カバーストリッ
プは、ベース基板ストリップより幾分長く切断されてもよいが、これは、ベース基板に対
してカバー位置を適切に設定するために、整列装置に接触するように、より長いカバース
トリップを使用することができるからである。代表的なカバーの厚さは、特定の用途に要
求される剛性に応じて、約５００μｍ～約１５００μｍ（またはそれより大きい）の範囲
であることができるが、実行可能な場合は、これら以外のカバーの厚さを利用できる。例
えば、厚さを増大させたカバー３３０は、ＣＦＡ／ＰＬＣ間隙ファイバ支持の強度を増大
させることができる。加えて、溶融シリカカバーの厚さの増大により、ファイバ（１つま
たは複数）と同じ機械的、熱的特性を有するシステム内の構成要素の強度を増大させるこ
とができる。さらに、厚さとともにカバーの剛性が増大するので、接合プロセス中のカバ
ー屈曲が低減する。
【００９０】
　カバー３３０は、実質的に平面若しくは平坦な内側表面（すなわち、ベース基板と接触
している表面）を有することができ、または内側表面は、ベース基板内の案内チャネルに
対応する案内チャネルを含むことができる。さらなる代替態様において、カバー３３０は
、上述のものと同様のファイバ支持領域を含むよう構成されることができる。平坦カバー
は生産するのが安価で済むので、代表的な実施形態では、カバー３３０は平坦な内側表面
を有する。加えて、Ｖ溝内に収容されたファイバを覆う平坦なカバー基板の横断面は、フ
ァイバを取り囲む空所領域の量を減少させるが、これは接合後にファイバを取り囲む可能
性がある接着剤の量を減少させる。収容されたファイバを取り囲む過剰な接着剤は、光学
的性能に影響を及ぼす可能性がある。
【００９１】
　ベース基板の場合と同様に、カバー３３０はスナップギャップまたはチャネル３３８を
含むことができる。ベースのスナップギャップ（１つまたは複数）と同様に、ＣＦＡカバ
ーの「スナップギャップ」３３８は、ベースのファイバ整列チャネルに対して横断方向に
形成された少なくとも１つのチャネルまたはスロットを含み、主要カバー領域３３６をカ
バー犠牲部または領域３３９から分離させることができる。このスナップギャップチャネ
ルまたはスロット３３８は、エッチングにより、またはダイアモンドソーのような切削工
具の使用により形成されることができる。
【００９２】
　これに加えて、ＣＦＡ形体に応じて、カバー３３０の縁部は、ファイバの低応力導入を
もたらすよう面取りされることができる。カバーの縁部の面取りは、カバーのスナップギ
ャップ（１つまたは複数）の形成中にカバーへ切り込むことができる。あるいは、カバー
面取りは、ダイシング工程後に縁部を研削することができる。本出願の状況におけるカバ
ーの面取りは、裸ファイバがカバーの尖った縁部と直接接触するのを防止するためにカバ
ーの縁部に丸味を付けること伴う。代表的な態様において、カバーの後縁部は、ＣＦＡの
組立前に歪み除去領域近傍にて面取りされる。
【００９３】
　この「スナップギャップ」３３８はまた、カバーの犠牲部または領域３３９への接合接
着剤の毛管流動を制限または停止することができる。上述の通り、カバーとベース基板の
犠牲部または領域との間のいかなる接着剤も、カバーおよびベース構成要素を共に接合す
る可能性があり、個片化後にファイバを解放することを非常に困難にさせる。さらに、「
スナップギャップ」３３８は、幾つかの実施形態において、犠牲部または領域３３９を分
断してファイバを解放する機構を提供することができる。代表的な実施形態において、ス
ナップギャップ３３８は、エッチングが施されるかまたはＶ字状に切り込まれるので、解
放工程中に単一の応力点を提供する。様々な実施形態によると、カバーのスナップギャッ
プ３３８は、ファイバに沿ってベーススナップギャップ３２８と同一の場所に、またはフ
ァイバの長さに沿って異なる場所に設置されることができる。
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【００９４】
　ベース基板およびカバーは、残屑を除去するために工程４０６の前に洗浄することがで
きる。例えば、案内またはＶ溝基板は、粒子およびいかなる化学的汚染をも確実に除去す
るために洗浄し検査することができる。洗浄は、超音波的に攪拌される、洗剤／脱イオン
水／アセトン／ＨＦＥ溶液のような、一連の溶液内での浸漬を使用することにより行われ
ることができる。目視検査は、残屑または他の汚染物質の有無を確認するために用いるこ
とができる。
【００９５】
　図４に戻って参照すると、工程４０６においてファイバ整列が実施される。１つの代表
的な実施形態において、被覆除去されたファイバ末端部（１つまたは複数）をベース基板
のファイバ案内チャネル内に設置することにより、ファイバを整列させることができる。
一旦個々のケーブルのファイバのすべてが、案内チャネルに適切に位置決めされると、フ
ァイバケーブルは所定位置に固定されることができる。ファイバケーブルは、ベース基板
上のすべてのファイバチャネルセットを充填させるために、１本ずつ整列され固定される
ことができる。さらなる整列は、ファイバケーブル被覆の末端部が歪み除去領域のおおよ
そ中央に置かれるように、適切にファイバケーブル被覆／ベース基板歪み除去領域の重な
りを配置することにより、実施することができる。
【００９６】
　工程４０８において、ファイバを充填させたベース基板に対するカバー整列が実施され
る。１つの代表的な実施形態において、カバー内のスナップギャップ３３８は、ベース基
板内のスナップギャップ３２８に合わせて整列させることができる。ベースおよびカバー
は、例えば、クランプ、真空チャック等により、所定位置に保持することができ、そして
互いに接触させることができる。ファイバの潜在的なずれを回避するために、カバーの内
側表面がベースのファイバ案内表面に対して実質的に平行になるようにカバーが保持され
る。一旦カバーが適切に位置決めされると、ベース、ファイバ、カバーアセンブリを共に
固定するためにボンドヘッドが下ろされる。
【００９７】
　工程４１０において接合が実施される。１つの代表的な実施形態において、ベースの歪
み除去領域３２５上に、熱硬化性接着剤のような構造用接着剤を分配することにより、接
合が達成される。接着剤を塗布する前にベース３２０とカバー３３０との間にファイバを
固定することは、各ファイバとベースおよびカバーとの間に３点線接触をもたらす可能性
がある。毛管現象は、ファイバ／Ｖ溝に沿って、およびカバーとベース基板との間に、接
着剤を流動させる。毛管力は、カバー／ベースのスナップギャップの開口部全体において
減少し、接着剤の流動が停止しうる。接着剤硬化特性は接着剤に依存する。代表的な接着
剤としては、ミネソタ州セントポール（St.Paul, Minesota）のスリーエム社（3M Compan
y）から入手可能な、３Ｍ　ＤＰ－１９０スコッチウェルド（Scotch-Weld）接着剤が挙げ
られ、この接着剤は熱加速硬化性構造用二液型エポキシである。前述したように、その他
の接着剤を利用できる。
【００９８】
　加えて、代表的な実施形態において、少なくとも一部の高分子接着剤が使用中にファイ
バ内部での光伝播に影響を及ぼしうるので、ベース基板内のファイバ整列溝は、ファイバ
の直ぐ近傍に集まる構造用接着剤の量を最少に抑えるよう設計できる。また、高弾性率の
接着剤と結合して、硬化中の過剰な接着剤収縮は、結果的に光ファイバの若干の長手方向
圧縮をもたらす可能性があり、これはファイバ内部にマイクロベンド損失を起こしうる。
そのために、中心間間隔およびファイバ案内領域内のチャネルまたはＶ溝の形状／種類が
、ファイバ（１または複数）付近での構造用接着剤の量の一因となりうる。
【００９９】
　工程４１２では、研削および／または研磨が、工程内ＣＦＡ３００の端末末端部上で実
施される。この工程では、平坦研磨、楔型研磨、円錐型研磨、または傾斜した向きの研磨
がなされた端末末端部を提供するよう、ファイバ端末末端部を多量に研磨することができ
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る。
【０１００】
　代表的な実施形態において、ＣＦＡ３００は、多量の研削／研磨中にファイバを保護す
るカバー３３０を含む。研削／研磨プロセス中にファイバを前後に屈曲させると、ファイ
バの破断、破損またはその他の損傷をもたらす恐れがあるであろう。さらに、カバー３３
０が所定位置にあれば、ファイバをチャネルまたはＶ溝内に一時的に接合させる必要はな
い。
【０１０１】
　例えば、研削および研磨は、改良型ウルトラテック・ウルトラポール（Ultra-Tec Ultr
apol）（登録商標）ラッピング／研磨システムのような、従来式の研磨装置を使用して実
施することができる。代表的な研削および研磨設備は、ファイバケーブル管理を簡便化す
るために、例えば、振動スイングアーム機構を使用して、研磨品質および表面平坦度を維
持する。調査者により実施された実験では、振動スイングアームは、角度調節機能を依然
組み込みつつ、調節可能なフローティングヘッド機構を含んで、圧盤またはラッピングフ
ィルムを変更するときに垂直研磨の高さ調節をもたらすよう改良された。この調節可能な
フローティングヘッドは、角度調節設定を維持しつつ、研削／研磨力を容易に調節できる
ようにする。
【０１０２】
　加えて、振動スイングアーム機構の使用は、ＣＦＡアセンブリの向きを回転圧盤に維持
するのに役立つことができる。ＣＦＡの向きを回転圧盤に維持することにより、ファイバ
を連続的にＶ溝内に押し込めることが可能となり、これは起こり得るファイバの動きを最
小限に抑える。
【０１０３】
　代表的な実施形態において、カバーまたはベース基板が屈曲するとファイバが案内チャ
ネルで動いてしまう可能性があるので、カバーおよびベース基板は、研削／研磨作業中に
実質的に屈曲しないようにする。
【０１０４】
　カバーおよびベース基板の屈曲はまた、残屑がファイバとカバーおよびベース基板との
間に蓄積する空間の生成をもたらし得る。この残屑は、ファイバ（１または複数）が研磨
される角度を変化させ、所望の端面角から僅かにそらせる可能性がある。研磨中に案内チ
ャネル内でのファイバの動きを最小限に抑えるのを助けるために、ＣＦＡアセンブリは、
完成した末端部長さに実行可能な限り近く、固く固定されることができる。例えば、機構
をクランプへ組み込んで、クランプをスイングアームアセンブリに留めることができる。
【０１０５】
　ミネソタ州セントポール（St.Paul,Minesota）のスリーエム社（3M Company）から入手
可能な３Ｍダイアモンドラッピングフィルム（3M Diamond Lapping Films）のような、代
表的な研削／研磨用研磨媒体を、工程４１２において利用することができる。研削は、フ
ァイバを適切な長さに調製するのに利用することができるのに対し、研磨は、ファイバ端
末末端部の形状を規定し、研削段階において形成されたくぼみを取り除くのに使用される
。実験では、３０ミクロンのグリット・サイズから連続的に１５、９．０、６．０までグ
リット・サイズを徐々に小さくした研磨シート、またその後３．０ミクロン研磨材（研削
用）、並びに研磨用に１．０、０．５および０．１ミクロンの研磨材グリット・サイズを
使用して、サンプルのＣＦＡに研削および研磨（１シート当たり約３０秒間）が施された
。この実施例において提示される時間は、サブアセンブリ内のＣＦＡの数並びにＣＦＡ構
成要素の用途固有のサイズおよび幅により変えることができる。本明細書を示された当業
者であれば明白であるように、利用することができる代替の研削／研磨の実施がある。
【０１０６】
　上記の研削／研磨工程は、多量に実施することができるが、その場合、単一のＣＦＡま
たはＣＦＡストリップのファイバのすべてに、研削と研磨が同時に行われ、ファイバ間の
ばらつきを最低限に抑える。
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【０１０７】
　上述のように、複数のＣＦＡは、１つから多数に至るＣＦＡのストリップとして、バッ
チ形態で構成され、エッチングが施され、組立および研削／研磨を行うことができる。工
程４１４では、個片化を実施でき、その場合ＣＦＡのストリップが単一の個々のＣＦＡへ
個片化されるかまたはダイシングが施される。この工程のタイミングは、用途特有のもの
である。複数のＣＦＡが、バッチ形態で同一番号のＰＬＣに装着される場合、個片化は、
末端部が装着された後に実施することができる。
【０１０８】
　シングルワイドの装着に関しては、ＣＦＡストリップは、ウエファーダイシングソーま
たは他の適当な切削工具を使用して、適切な幅に薄く切ることができる。
【０１０９】
　工程４１６では、ファイバは、ベースおよび／またはカバー基板から解放されて片持ち
ファイバを形成する。代表的な実施形態において、解放は個片化の後に実施される。解放
工程４１６では、ベースおよび／またはカバー基板の犠牲部が分断されて、片持ちファイ
バを露出させる。解放工程は、ベース／カバー基板の犠牲部に（例えば、手または工具で
）適当な力を加えて実施することができる。加える力の方向は、好ましくはベース／カバ
ーの平面に対して横断方向である（例えば、下向きの力をベースに加えてベースを解放す
ることができる）。「スナップギャップ」は、単一の応力点を形成し、カバー／ベース基
板の犠牲領域への接着剤の流動を防止するので、「スナップギャップ」の存在は、犠牲部
をきれいに分断させる。特定の用途に望まれる構造体の種類に応じて（例えば、図２Ａ～
２Ｆに示す構造体実施例を参照する）、ベース／カバー犠牲領域の片方または両方を解放
することができる。
【０１１０】
　また、図２Ｅおよび２Ｆに示す実施形態に関して、追加のソーカット（２２７、２２８
）を行って、ファイバをカバーまたはベースのいずれかよりも短くすることができる。具
体的には、図２Ｅの代表的な実施形態では、ダイシングソーの刃がベースおよびファイバ
を貫通してカバー内へ切り込み、スロット２２７を形成するように、ＣＦＡをベースの底
部側から切削する。スロットが形成された後に、残りのベース犠牲部（１または複数）を
解放することができる。ソーカットがカバーを貫通しベース内へ行われスロット２２８を
形成して、その後に残りのカバー犠牲部の解放が続く点を除いては、図２Ｆに従ってＣＦ
Ａを製造するのに同様のプロセスを使用することができる。
【０１１１】
　工程４１８では、洗浄工程を利用することができる。例えば、ＣＦＡがＰＬＣに装着さ
れるのであれば、洗浄は装着前の最後の作業となりうる。研削／研磨およびダイシング作
業は、多量の残屑または汚染物質を発生させる可能性があり、これによりファイバがＰＬ
Ｃデバイスの受け溝内に完全に収容されるのが妨げられ、正常な光の伝播が妨げられうる
。例えば、過剰な構造用接着剤を除去するために高温酸浴（例えば、硫酸）および微粒子
を除去するために希釈水酸化カリウム浴を使用して、洗浄を行うことができる。
【０１１２】
　他の実施形態では、大量生産に対応して、アレイ数を最大化するかまたは場合によって
導波路デバイス基板の中心間間隔を一致させるために、シリコンウエファー全部をＣＦＡ
基板と配置させることができる。いずれの場合においても、製造スループットを最大化す
るために、ファイバアレイは上記のものと同様の方法で、多量に組立て、研削／研磨およ
び洗浄をすることができる。
【０１１３】
　最終的に、上記のプロセスは、本明細書を示された当業者であれば明白であるように、
変更することができる。例えば、アレイのベース基板のレイアウトは、チャネルまたはＶ
溝の数およびチャネルまたはＶ溝の中心間間隔を含め、異なるＰＬＣデバイス構成のレイ
アウトと一致するよう設計することができる。上述の通り、各ＰＬＣのチャネルまたはＶ
溝の数は、１からｘまでとすることができ、ここでｘは任意の数とすることができる（ウ
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エファーの幅によってのみ制限される）。
【０１１４】
　代替実施形態では、図７Ａ～７Ｂに示すように、ＣＦＡ６００は複数のファイバリボン
ケーブルのファイバを組み合わせるよう構成することができる。この代表的な実施形態で
は、２つの別々のファイバリボンケーブル６１０、６１１を利用する。例えば、リボン６
１０および６１１のファイバ６１２および６１４は、上述のように調製することができる
。リボン６１０および６１１は、積み重ね配置（図示）、または並列配置に配置すること
ができる。ベース基板６２０は、Ｖ溝のような、複数のファイバ案内またはチャネル６２
５を含むことができ、その中にファイバ６１２、６１４の被覆除去部が配設され、案内さ
れる。この代表的な実施形態において、ファイバ６１２および６１４は互いに交互配置さ
れ、ファイバ案内またはチャネル６２５に案内される。加えて、カバー６３０はチャネル
またはカットアウト６３８を含むことができ、これはＣＦＡを、例えばＰＬＣに接合する
ために接着剤を使用する際に、接着剤の流出を止めることができる。
【０１１５】
　上述のように、１つの代表的用途では、上述のＣＦＡは、平面光波回路（ＰＬＣ）と連
結することができる。ＰＬＣの回路部は、直線回路（１対１）、スプリッタ回路（１対２
ｎ）、アレイ導波路回折格子波長マルチプレクサ、熱光学スイッチ、マイクロレゾネータ
センサーアレイ、およびクロスコネクト型回路を含むが、それらに限定されない、多種多
様な方法で構成されることができる平面導波路回路である。異なる種類の導波路パターン
は、本明細書を示された当業者であれば明白であるように、ＰＬＣに利用することができ
る。
【０１１６】
　図５は、側面図で示した、このような代表的なＣＦＡ－ＰＬＣ構造体、光学デバイス５
００を示す。デバイス５００の２つの主要構成要素は、ＣＦＡ５０１とＰＬＣ５５０であ
る。ＣＦＡ５０１は、ファイバリボンケーブルなどの光ファイバケーブルからのような、
１本以上のファイバ５１０を含む。ファイバ５１１の被覆除去部は、ベース５２０上に実
装される。ベース５２０は、Ｖ溝のような、複数のファイバ案内またはチャネルを含み、
その中にファイバ５１１の被覆除去部が配設され、案内される。カバー５３０は、チャネ
ルまたは溝内においてファイバ変位を防止し、ＰＬＣ５５０に連結する際にさらなる支持
を提供するために、基板／導波ファイバ上に所望により配設されることができる。加えて
、熱加速硬化性構造用接着剤（例えば、二液性エポキシ）のような構造用接着剤５４０が
、ファイバをベース５２０およびチャネルまたはＶ溝に接合し、カバー５３０をベース５
２０に接合するために、提供されることができる。
【０１１７】
　上述の解放工程中の犠牲部の解放の結果、ベース端面５２３（および／または他の実施
形態におけるカバー端面）は、傾斜した向きに形成されることができる。加えて、カバー
５３０は、チャネルまたはカットアウト５３８を含むことができ、これは接着剤の流出を
止めることができる。ＣＦＡ５０１の構造および製作は、ＣＦＡ１００およびＣＦＡ２０
０Ａ～２００Ｆに関する上述のものと同様の方法で行えるので、ＣＦＡは、多数の代替形
態のうちの１つを取ることができる。例えば、代替構造体において、ＣＦＡの向きを裏返
すことができるので（ベースがファイバおよびカバーの上方となるように）、ベース基板
の末端部は、カバーの末端部を越えて延在する。この実施において、ベース基板の案内チ
ャネルは、ＰＬＣへ連結されている片持ちファイバに対する垂直（上または下）および水
平（左右）の両方の支持を提供することができる。
【０１１８】
　ＰＬＣ５５０（以下に図６に関してさらに詳細に記載されている）は、導波路コア５７
０（導波路クラッディング層（１つまたは複数）は、単純化のために図５Ａから省略され
る）を支持する導波路基板５６０を含むことができ、これはＣＦＡの片持ちファイバの出
力末端部へ光結合することができる。導波路基板５６０は、ＣＦＡから片持ちファイバを
受け、整列させるために、Ｖ溝などのファイバ案内またはチャネルのような、複数の整列
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機構をさらに含む。他の種類の接着剤もまた利用できるが、紫外線硬化性屈折率整合接着
剤のような屈折率整合接着剤５８０が、ＣＦＡをＰＬＣに接合するのに使用されることが
できる。
【０１１９】
　一実施例のＰＬＣ、およびＰＬＣを作製する代表的な方法が、係属中のおよび同一所有
者の米国特許出願第２００５／０２８４１８１号Ａ１にさらに詳細に記載されており、そ
の全体を参考として本明細書に組み込む。図６に示すように、代表的なＰＬＣは、光ファ
イバ２４（ＣＦＡからのような）を位置決めするために不可欠な整列機構２２を有する平
面導波路アセンブリ２０を含むことができる。この代表的な実施形態において、個片化さ
れた導波路アセンブリは、そこに形成された整列機構２２を有する基板２６を含む。エッ
チストップ層２８は基板２６を覆う。エッチストップ層２８は、整列機構２２の模様に対
応する模様付き部分（図６では隠れている）を含む。導波路構造体３２は、エッチストッ
プ層２８上に位置決めされ、エッチストップ層２８の模様付き部分のみが、導波路構造体
３２により暴露または露呈される。エッチストップ層２８の暴露または露呈される模様付
き部分は、整列機構２２の形成後に所望により除去されてよい。エッチストップ層２８の
一部は、たとえ模様付き部分が除去されても、基板２６と導波路構造体３２との間に位置
決めされたままである。
【０１２０】
　代表的な実施形態において、導波路アセンブリは、そこに形成された複数のＶ字状（ま
たは他の形状をした）整列機構２２を有するシリコン基板２６を含む。窒化ケイ素エッチ
ストップ層２８は、基板２６と導波路構造体３２との間の基板２６を覆う。導波路構造体
３２は、下部クラッド層４２と上部クラッド層４４との間に挟まれた複数の導波路コア４
０（各々は整列部品２２に対応する）を含む。
【０１２１】
　加えて、ＰＬＣ２０は、例えばソーカットまたは類似の作業により形成され、導波路コ
ア４０と整列機構２２との接合部において、その接合部における剰余の丸味を除去し、光
ファイバまたはその他の光学デバイスへの嵌合に好適なように導波路コア４０の末端部に
平坦な表面を提供するために形成された、横方向チャネル５０をさらに含む。横方向チャ
ネル５０の壁は、ウエファー表面に垂直にするか、または光反射を低減するために傾斜し
た向きにしてよい。チャネル形成は、構成要素のダイシング作業中に実施することができ
る。導波路チップ（図示せず）のストリップには、基板２６からダイシングが施され、導
波路コア４０の末端部には、付加的な光研磨処理を施してよい。導波路チップのストリッ
プは、個々の平面導波路アセンブリ２０を分離させるために、さらにダイシングを施すこ
とができる。個片化されたアセンブリはその結果、洗浄およびＣＦＡからの光ファイバと
の組立の準備ができる。
【０１２２】
　一実施形態において、ＰＬＣ基板に配設されるファイバ受けチャネルの数は、ＰＬＣに
配設される導波路コアの数とＣＦＡから延在するファイバの数の両方に一致する。代替実
施形態において、ＰＬＣ基板は、ＣＦＡから延在するファイバまたはＰＬＣに配設され導
波路コアの数よりも多い数のファイバ受けチャネルを含むことができる。例えば、ＰＬＣ
チャネルとＣＦＡファイバチャネルとの間に可能な対称差に起因して、製造中のＳｉエッ
チ速度（ＰＬＣ基板およびＣＦＡ基板が共にＳｉ系である場合の実施形態に関して）に小
さな差がある可能性がある。エッチングプロセスが一致していない場合には、ＰＬＣ基板
内に余分なファイバ受けチャネルを設けることにより、異なるエッチ速度を補正すること
ができる。対称性を維持するために、余分なファイバ受けチャネルは、同一の中心間間隔
を有する正確な複製とすることができ、アクティブファイバ受けチャネルの外側に設置す
ることができる。同様に、余分なファイバ案内チャネルまたはＶ溝が、ＣＦＡに追加され
ることができる。加えて、作用してない外側ファイバチャネルを充填するために模擬ファ
イバを使用することができる。
【０１２３】
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　図５Ｂの平面図に示すように、ＣＦＡおよびＰＬＣは、例えばダイシングを施さないＣ
ＦＡストリップ５１０Ａおよび／または５０１Ｂ、並びにダイシングを施さないＰＬＣス
トリップ５５０を使用するなど、多量形態で生産されてよい。ストリップは、単一のＣＦ
Ａ－ＰＬＣデバイスまたはＣＦＡ－ＰＬＣ－ＣＦＡデバイス（ＰＬＣの両末端部がＣＦＡ
に連結される場合）を形成するよう（上述のように）ダイシングを施すことができる。
【０１２４】
　本明細書は、ＣＦＡのＰＬＣへのパッシブ連結の正確でかつ迅速な方法をさらに提供す
る。パッシブ整列は、アクティブ機器が、ソースファイバを介して光を伝達し、出力光振
幅を検出・測定する必要性が減じる点において有利である。アクティブ方法の１つの本質
的な問題は、アクティブファイバチャネルの光結合のみが最大化されることにあり、他の
光チャネルは、個々のファイバ／導波路の横方向オフセットおよびオフセットを作り出す
ＰＬＣウエファーとファイバアレイ基板との両方の反り／湾曲に応じて、はるかに低い出
力レベルを有し得る。加えて、アクティブ連結技術は、少なくとも小さなレベルの光結合
が実現するまで、オペレータがファイバアレイの初期位置を手動で調節することを必要と
する可能性がある。大抵の場合、この問題の複雑さを増大させる最大光処理量を達成させ
ることに努めつつ、入力および出力ファイバ（１つまたは複数）の両方が位置決めされ、
整列されなければならない。
【０１２５】
　上述のようなＣＦＡの使用は、パッシブ光整列を提供しつつ、実際の光学部品の機械的
許容差をいくらか減少させる。ＣＦＡはまた、整列装置の精密さおよび複雑さを減少させ
、さらに製造費を低減させる。上述のＣＦＡの片持ちファイバは、個々のＰＬＣライトパ
ス間の中心間間隔の違いを許容する。
【０１２６】
　この代表的な実施形態では、ＰＬＣデバイスのＶ溝のような整列部品２２が、片持ちフ
ァイバの水平および垂直位置を設定できる。ＣＦＡは、ＰＬＣまたはファイバアレイ基板
の（非）平面度問題の影響を事実上受けないが、その理由は、真のパッシブ整列に必要で
ある、構成要素のＶ溝間隔に一致するよう、片持ちファイバが、垂直におよび水平に「浮
く」能力を有するからである。ＣＦＡからの片持ちファイバは、ＰＬＣのＶ溝の輪郭に適
合できるので、これはＰＬＣの整列機構の深さの違いについても当てはまる。
【０１２７】
　本発明の実施形態によれば、ＣＦＡは、ＰＬＣデバイスへ手動または自動で装着される
よう設計される。本明細書を示された当業者であれば明白であるように、ＣＦＡをＰＬＣ
へ配向させ、整列させ、接合するには、多くの異なる方法があるが、本実施例は、一度に
一つずつの接合方法を提供する。
【０１２８】
　この代表的な実施形態では、ＰＬＣは一定力ボンダ（constant force bonder）を使用
してＣＦＡに装着され、この場合、ＰＬＣ／ＣＦＡの片方は、最初に固定されて保持され
るのに対し、もう一方の構成要素は、ＣＦＡの片持ちファイバがＰＬＣファイバ受けチャ
ネルにより受けられるように、所定位置へ動かされる。一実施例において、ボンダは、Ｐ
ＬＣデバイスを所定位置に保持するための一体型真空チャックを有する固定サーモードを
含むことができる。ボンドヘッドは、サーモードの上方に位置させることができる。ボン
ドヘッドは、垂直に移動可能なｘ／ｙ平坦化ステージ上に実装されることができる。この
垂直ステージは、接合圧力を制御する空気駆動サブステージと共に電動駆動することがで
きる。接合前に、ボンドヘッド接触表面は、ｘ／ｙ平坦化ステージを使用するサーモード
と平行になるよう調節されることができる。このボンドヘッドは、紫外線硬化性接着剤の
使用を可能にするために石英から構成されることができる。このボンドヘッドは、ＰＬＣ
のファイバ受けチャネルより上方でＣＦＡカバーのみに接触するよう設計されることがで
きる。Ｖ溝高さの極微の高さの違いを見込んで、ボンドヘッドは（テフロン（登録商標）
（Teflon）テープのような）極薄コンプライアント層でコーティングすることができる。
このボンダはまた、結合の目視検査用に１台以上の顕微鏡を含むことができる。
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【０１２９】
　ＣＦＡ／ＰＬＣ装着中に、過剰なカバー幅は、ボンディングコンプライアント層と共に
、結果的にカバーの外側縁部を下向きに曲げる。この曲げモーメントは、ボンドヘッドの
完全垂直運動を、垂直に僅かの水平成分を加えた運動に変化させる可能性がある。この水
平力は横方向のずれが発生する要因となりうる。代表的な実施形態では、より厚く狭いＣ
ＦＡカバーが、この潜在的問題の可能性を軽減させることができる。
【０１３０】
　ＣＦＡは多軸ステージ（例えば５軸トランスレーションステージ（例えば、ｘ、ｙ、ｚ
、ピッチおよびヨー）に固定することができる。ＣＦＡを固定するクランプは、ＣＦＡ上
でまたはファイバケーブル上で固定することができる。可撓性片持ちバネは、ＣＦＡの上
部に少量の圧力を加えるためにクランプ上に実装されることができる。このバネは、好ま
しくは歪み除去領域内でＣＦＡと接触するだけであり、片持ちファイバはサーモードに向
けて突出する。このバネは、さらなるトランスレーションの度数である、ＣＦＡのロール
を制御することができる。片持ちバネはまた、ＣＦＡまたはＰＬＣに損傷を与えずに、接
合中に制限された量の垂直運動およびピッチの変化を可能にする。
【０１３１】
　ファイバの先端が（Ｖ溝にさらに接近して）下に向けられるように、ファイバのピッチ
を調整することができる（例えば、約２°までのロール）。ファイバは、ＰＬＣのＶ溝上
方に位置決めして、平行に調節し、Ｖ溝上の中心に置くことができる。ファイバの末端部
は、その後導波路／Ｖ溝境界面の末端部において（図６に示した、チャネル５０のような
）横方向チャネル上方に位置決めすることができる。一旦平行にかつ中心に置かれたら、
ファイバは、カバー／ＰＬＣ間隙が最小かつ平行になるまでＶ溝内へ下ろされる。熱膨張
を見込んで、好ましくはファイバ端末末端部を導波路コアに接触させずにファイバをＰＬ
Ｃ導波路近傍まで動かすことにより、導波路／ファイバ間隙を適切な量（例えば、約５ミ
クロン）に設定することができる。
【０１３２】
　ボンドヘッドは、ＣＦＡカバーの中心に合わせ、その後ＣＦＡカバー上へ下ろして、フ
ァイバをＰＬＣデバイスのＶ溝内へ押し込むことができる。屈折率整合接着剤は、ファイ
バ／導波路境界面に塗布することができ、これはその後ファイバ／Ｖ溝空所を流れて、カ
バーのスナップギャップおよびＣＦＡ／ＰＬＣ間隙を充填する。好適な接着剤が、同一所
有者による、同時係属米国特許出願第１１／４２３，１９１号に記載され、その全体を参
考として本明細書に組み込む。こうして、ＣＦＡの片持ち光ファイバが、ＣＦＡカバー、
ＰＬＣ基板および使用される接着剤（１つまたは複数）により封入化され、保護される。
好ましい態様において、カバーは、溶融シリカまたは石英材料から製造することができる
ので、カバーを通して紫外線を照射して、紫外線硬化性接着剤の初期硬化を開始し、その
後、硬化を仕上げるために加熱することができる。硬化サイクルが完了次第、熱が除去さ
れ、アセンブリが圧力下で冷まされる。あるいは、下記にある通り、ＣＦＡとＰＬＣを連
結するために固定法（clamping method）を利用することができる。
【０１３３】
　上記の接合の実施例では、ＣＦＡは一度に一つずつ装着される。ボンダに対して比較的
に簡単な改良を行えば、ＣＦＡを単接合サイクルとしてＰＬＣの両末端部に装着すること
ができる。両端接合に関しては、サイクルのサーモード硬化部分の間のＰＬＣの熱膨張増
加の適応を考慮に入れることができる。
【０１３４】
　上述の通り、ＣＦＡをＰＬＣに接合するのに使用される光接着剤は、ファイバが完全に
Ｖ溝内に収容され、導波路端面に対して位置決めされた後に塗布することができる。ファ
イバとＶ溝壁との間に留まった接着剤が位置的オフセットを生じさせ、光結合に悪影響を
及ぼし得るので、この手順により、ファイバの邪魔にならないよう接着剤を押し出す必要
性をなくすことができる。
【０１３５】
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　上述のように、ＣＦＡ－ＰＬＣデバイスは、パッシブ光スプリッタ、波長マルチプレク
サ、光スイッチ、偏光制御器、集積型光レーザーおよび増幅器、並びに光センサーを含む
、多種多様な用途に使用されることができる。
【０１３６】
　例えば、図８は、光センサーチップ６５０として設計される代表的なＰＬＣを示す。こ
のセンサーチップ６５０は、１つ以上の導波路６７０を支持する導波路基板６６０を含む
ことができ、これはＣＦＡの片持ちファイバの出力末端部へ光結合することができる。導
波路基板６６０は、ＣＦＡから片持ちファイバを受け、整列させるために、Ｖ溝などのフ
ァイバ案内またはチャネル６６５のような、複数の整列機構をさらに含む。導波路と整列
機構との接合部においてソーカットまたは類似の作業により形成されるような横方向チャ
ネル６６８は、その接合部における剰余の丸味を除去し、ＣＦＡファイバへの嵌合に好適
なように導波路の末端部において平坦な表面を提供するために、実装されることができる
。加えて、センサー要素は、センサーチップ６５０に組み込むことができる。この代表的
な実施形態において、リング共振器６７５は、１以上の導波路６７０と光学的に相互作用
するようチップ６５０に配設される。例えば、センシングは、同時係属、同一所有者の米
国特許出願第１１／２７７，７７０号に記載されるように行うことができ、その全体を参
考として本明細書に組み込む。
【０１３７】
　用途によっては、ＣＦＡのＰＬＣへの恒久的な接合は、望ましくないことがある。例え
ば、多数の通信構成要素は、機械的または環境的損傷からそれらを保護する保護筐体内に
収容されなければならない。これらの構成要素は、典型的には恒久的ファイバケーブル長
さ、またはそれらに装着された「ピグテール」を有し、このピグテールは、光回路を完成
させるために他のファイバへスプライスされる。これは、結果的に過剰なファイバケーブ
ル長さを生じさせ、ケーブルは巻かれて筐体内に保管されるが、過剰なファイバ長さの保
管のために付加的空間の必要性を頻繁にもたらす。したがって、ピグテールではなく、Ｐ
ＬＣパッケージ内に光コネクタ境界面が組み込まれたＰＬＣ構成要素を有することが望ま
しい。本明細書の記載から明白であるように、ＰＬＣパッケージがＰＬＣ整列溝と位置合
わせしてＣＦＡファイバを掴む保持機構を備える場合には、複合接続－切断サイクルに適
したコネクタ型境界面を実現することができる。代表的なコネクタ境界面の概略図が、図
９～１１Ｅについて示される。
【０１３８】
　図９に示す通り、ＣＦＡ－ＰＬＣデバイスは、プラグ・ソケット接続方式として構成さ
れることができる。特に、デバイス７００は、解放式接続としてＰＬＣソケットまたはレ
セプタクル要素７５０により受けられるよう構成されるＣＦＡプラグ要素７０１を含むこ
とができる。
【０１３９】
　特に、図１０Ａおよび１０Ｂにさらに詳細に示すように、ＣＦＡプラグ要素７０１は、
上述と同様の方法で構成および製造されることができる、ＣＦＡ７０５を含む。この代表
的な実施形態において、ＣＦＡ７０５は、図５Ａに示され、また上述の、ＣＦＡ５０１の
ような方法で、構成されることができる。この代表的な実施形態において、ＣＦＡ７０５
は、ファイバリボンケーブル７１０からの複数の調製されたファイバ末端部７１２を含む
ことができる。ファイバは、ＣＦＡベース基板７２０へ実装されることができる。カバー
７３０は、片持ちファイバを保護することができる。
【０１４０】
　ＣＦＡプラグ要素７０１は、カバー部７４５およびベース部７４０を含むことができる
。ベース部およびカバー部は、ＰＬＣソケット要素７５０により受けられるよう、射出成
形され、形作られることができる。さらに、カバー部７４５は、ＰＬＣソケット７５０に
形成される受け／ガイドチャネル７５９と嵌合できるガイドピンまたは突起部７４７をさ
らに含むことができる。ＣＦＡ７０５、特にカバー７３０（基準表面として使用すること
ができる）は、カバー部７４５の表面７４６に接合することができる。所望により、ファ
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イバリボンケーブル７１０も、カバー部７４５の表面に接合することができる。ベース部
７４０は、ＣＦＡベース基板７２０に対して支持体表面７４２を提供し、カバー部７４５
に接合してプラグ部を完成させることができる。
【０１４１】
　ＣＦＡプラグ７０１は、図１１Ａ～１１Ｅの接続順序に示すように、ＰＬＣソケットま
たはレセプタクル構造体７５０へ解放可能に接続されることができる。この実施形態にお
いて、ＣＦＡは、適切な連結を実現するために、ＰＬＣに接合されることは必要ではない
。
【０１４２】
　図１１Ａは、ＣＦＡプラグ７０１およびＰＬＣソケットまたはレセプタクル７５０を含
む、デバイス７００の側面図を示す。ＰＬＣソケット７５０は、射出成形された材料から
形成されるソケット本体７５１を含む。このＰＬＣソケット７５０は、上述のＰＬＣ６５
０のような、上に実装されるＰＬＣ導波路ダイ７５２を支持し、ＰＬＣソケット７５０内
で可動である、導波路ダイキャリア７８２をさらに含む。この実施例では、ＰＬＣソケッ
トリテーナ部７５７は、ＰＬＣ導波路ダイ７５２にバネ／圧縮力を加えて可動ダイキャリ
ア７８２上でそれを所定位置に維持することができる。ＰＬＣソケット７５０は、接続プ
ロセスを完成させるために使用されるラッチ７８５をさらに含む。図１１Ａ～１１Ｄには
、ラッチ７８５がその挿入位置にある状態で示される。ＰＬＣソケット７５０は、ＣＦＡ
プラグ７０１を開口部７５８に保持するロッキング機構すなわちリテーナ部７５５をさら
に含む。ＰＬＣソケット７５０はまた、ユーザーが試験および分析のためにＰＬＣの表面
にアクセスできるようにさせる開口部７５３を含む。この点に関して、試験のために流体
をＰＬＣ導波路ダイ７５２上に設置する場合には、ＰＬＣソケットリテーナ部７５７は、
ＰＬＣが接続されるＣＦＡファイバへ向って流体が流れるのを防止するよう構成できる。
【０１４３】
　図１１Ｂに示すように、ＣＦＡプラグ７０１は、開口部７５８を介してＰＬＣソケット
７５０内に挿入することができる。リテーナ部７５５は、ＣＦＡプラグ７０１の通路から
外へ屈曲させることができる。図１１Ｃは、ＰＬＣソケットに約７５％挿入されたＣＦＡ
プラグ７０１を示す。図１１Ｄに示すように、ＣＦＡプラグ７０１は、ＰＬＣソケット７
５０内へ約１００％挿入されている。ＣＦＡリテーナ部７５５は、屈曲してその通常状態
に戻り、かつＣＦＡプラグ７０１がソケット７５０から滑り出るのを防止する。加えて、
部分７５６として図１１Ｄに示す、ＰＬＣソケット本体の部分は、ＣＦＡカバー部７４５
に下向きの力を加え、片持ちファイバをＰＬＣ基板の受け溝内へ押し込む。この受け溝は
、所望により屈折率整合流体を含むことができる。
【０１４４】
　代表的な実施形態において、閉じ込められたＣＦＡのファイバへＰＬＣダイをさらに移
動させることにより、導波路には、ＣＦＡのファイバとのより最適な光結合がもたらされ
る。図１１Ｅに示すように、ラッチ７８５は、矢印７８９の方向に回転させることができ
る。ラッチ７８５が動くにつれて、ダイキャリア７８２の一部分がＣＦＡファイバの端末
末端部へ向けてダイキャリア７８２を押す突起部７８６により嵌合される。ラッチ７８５
は、戻り止め（図示せず）のようなロッキング機構により、回転後、所定位置に一時的に
固定されることができる。このようにして、接合材とは対照的に、機械的方式は、ＣＦＡ
ファイバのＰＬＣの導波路への接続を完成させることができる。加えて、リテーナ部７５
５を解放し、ＰＬＣ開口部７５８からプラグ７０１を引張り出すことにより、ＣＦＡプラ
グ部をＰＬＣソケット７５０から取り外すことができる。
【０１４５】
　上述のように、ＰＬＣは、光学的検知を行う感知装置の一部として構成されることがで
きる。センサーは、体液に関する医学的試験を実施するための１回使用（one-use）デバ
イスであってもよい。この代表的な実施形態において、センサーチップは、１回使用後に
廃棄するよう設計されることができる。上記の実施例では、ＰＬＣダイ７５２は、恒久的
接合ではなく、圧縮力により保持される。したがって、ＣＦＡは、使い捨てＰＬＣチップ
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と、読取りシステムを構成するより高価な光学部品（例えばレーザー光源、分光器、電力
計等）との間の一時的な光学的境界面として、読取りシステムへ組み込むことができる。
【０１４６】
　好ましい実施形態の説明の目的のために、特定の実施形態を本明細書において例示し記
述したが、同じ目的を達成すると予測される多種多様な代替および／または同等の実施が
、本発明の範囲を逸脱することなく、図示および説明された特定の実施形態に置き換わり
得ることを、当業者は理解するであろう。機械技術、電気技術、化学技術および光学技術
の当業者は、本発明が多種広範な実施形態で実施できることを、容易に理解するであろう
。本出願は、本明細書で説明された好ましい実施形態のいかなる翻案または変形をも包含
すべく意図されている。
【０１４７】
　本発明は様々な変更例および代替形態が可能であるが、その具体例を一例として図面に
示すとともに詳細に説明する。しかし、本発明を説明する特定の実施形態に限定しようと
するものではないことが理解されるべきである。むしろ、それらのすべての変更例、等価
例、および代替例を包含することを意図する。
【図面の簡単な説明】
【０１４８】
【図１】代表的な片持ちファイバアレイの等角図。
【図２Ａ】片持ちファイバアレイの代替の代表的な形体の側面図。
【図２Ｂ】片持ちファイバアレイの代替の代表的な形体の側面図。
【図２Ｃ】片持ちファイバアレイの代替の代表的な形体の側面図。
【図２Ｄ】片持ちファイバアレイの代替の代表的な形体の側面図。
【図２Ｅ】片持ちファイバアレイの代替の代表的な形体の側面図。
【図２Ｆ】片持ちファイバアレイの代替の代表的な形体の側面図。
【図３Ａ】代表的な工程内ファイバアレイ構造体の側面図。
【図３Ｂ】工程内ファイバアレイ構造体のベース形体の３つの実施例を示す。
【図４】片持ちファイバアレイの代表的な作製方法を示すフローチャート。
【図５Ａ】代表的なＣＦＡ－ＰＬＣデバイスの側面図。
【図５Ｂ】ダイシングを施さないＣＦＡストリップおよびダイシングを施さないＰＬＣス
トリップを含む、多量形態で生産されるＣＦＡおよびＰＬＣの平面図。
【図６】代表的なＰＬＣの等角図。
【図７Ａ】代替ＣＦＡデバイスの等角図。
【図７Ｂ】図７Ａの代替ＣＦＡデバイスの等角分解図。
【図８】センサーとして構成されるＰＬＣデバイスの等角図。
【図９】代替ＣＦＡ－ＰＬＣデバイスの等角図。
【図１０Ａ】代替ＣＦＡプラグ方式要素の分解図。
【図１０Ｂ】代替ＣＦＡプラグ方式要素の等角図。
【図１１Ａ】図９のＣＦＡ－ＰＬＣデバイスの接続順序の図。
【図１１Ｂ】図９のＣＦＡ－ＰＬＣデバイスの接続順序の図。
【図１１Ｃ】図９のＣＦＡ－ＰＬＣデバイスの接続順序の図。
【図１１Ｄ】図９のＣＦＡ－ＰＬＣデバイスの接続順序の図。
【図１１Ｅ】図９のＣＦＡ－ＰＬＣデバイスの接続順序の図。



(26) JP 2008-547057 A 2008.12.25

【図１】

【図２Ａ】

【図２Ｂ】

【図２Ｃ】

【図２Ｄ】

【図２Ｅ】

【図２Ｆ】

【図３Ａ】

【図３Ｂ】 【図４】



(27) JP 2008-547057 A 2008.12.25

【図５Ａ】

【図５Ｂ】

【図６】

【図７Ａ】

【図７Ｂ】

【図８】

【図９】

【図１０Ａ】

【図１０Ｂ】



(28) JP 2008-547057 A 2008.12.25

【図１１Ａ】

【図１１Ｂ】

【図１１Ｃ】

【図１１Ｄ】

【図１１Ｅ】



(29) JP 2008-547057 A 2008.12.25

10

20

30

40

【国際調査報告】



(30) JP 2008-547057 A 2008.12.25

10

20

30

40



(31) JP 2008-547057 A 2008.12.25

10

20

30

40



(32) JP 2008-547057 A 2008.12.25

10

20

フロントページの続き

(81)指定国　　　　  AP(BW,GH,GM,KE,LS,MW,MZ,NA,SD,SL,SZ,TZ,UG,ZM,ZW),EA(AM,AZ,BY,KG,KZ,MD,RU,TJ,TM),
EP(AT,BE,BG,CH,CY,CZ,DE,DK,EE,ES,FI,FR,GB,GR,HU,IE,IS,IT,LT,LU,LV,MC,NL,PL,PT,RO,SE,SI,SK,TR),OA(BF,
BJ,CF,CG,CI,CM,GA,GN,GQ,GW,ML,MR,NE,SN,TD,TG),AE,AG,AL,AM,AT,AU,AZ,BA,BB,BG,BR,BW,BY,BZ,CA,CH,CN,CO,
CR,CU,CZ,DE,DK,DM,DZ,EC,EE,EG,ES,FI,GB,GD,GE,GH,GM,HR,HU,ID,IL,IN,IS,JP,KE,KG,KM,KN,KP,KR,KZ,LA,LC,L
K,LR,LS,LT,LU,LV,LY,MA,MD,MG,MK,MN,MW,MX,MZ,NA,NG,NI,NO,NZ,OM,PG,PH,PL,PT,RO,RS,RU,SC,SD,SE,SG,SK,SL
,SM,SY,TJ,TM,TN,TR,TT,TZ,UA,UG,US,UZ,VC,VN,ZA,ZM,ZW

(74)代理人  100102990
            弁理士　小林　良博
(74)代理人  100098486
            弁理士　加藤　憲一
(72)発明者  カーペンター，バリー　エス．
            アメリカ合衆国，ミネソタ　５５１３３－３４２７，セント　ポール，ポスト　オフィス　ボック
            ス　３３４２７，スリーエム　センター
(72)発明者  スミス，テリー　エル．
            アメリカ合衆国，ミネソタ　５５１３３－３４２７，セント　ポール，ポスト　オフィス　ボック
            ス　３３４２７，スリーエム　センター
(72)発明者  ズナメロスキー，スティーブン　ジェイ．
            アメリカ合衆国，ミネソタ　５５１３３－３４２７，セント　ポール，ポスト　オフィス　ボック
            ス　３３４２７，スリーエム　センター
Ｆターム(参考) 2H036 JA01  KA02  LA03  LA04  LA05  LA07  LA08  NA01  QA03  QA11 
　　　　 　　        QA17  QA29  QA47  QA57 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	search-report
	overflow

